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平成22年度決算の概要と
第10次中期経営計画 「Dream TEN ～新たなる挑戦」の総括
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平成22年度決算の概要①

1

（億円、％）

△３．１△２３７０４実質業務純益※1

△０．４△６１，５１４業務粗利益

前年度比
２２年度

〔単体〕

増減率増減額

＋２０．８＋３９２２７法人税等合計 （△）

△２６４．２△１０△６特別損益

△３．６△６７１，７９３経常収益

＋１６．２＋８２５８７経常利益

＋１４．０＋７１５８０税引前当期純利益

＋１０．１＋３２３５４当期純利益

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益※2

経 費 (△)

△２７．３

△１３９．８

△４１

△４１

１０８

△１２

うち不良債権処理額 （△）

うち株式等関係損益

＋５．９＋８△１３０臨時損益

＋１１．４＋７４７１７業務純益

△１１５．３△９６△１３

△５．４△３６６３８

＋２．１＋１６８１０

△０．９

＋０．１

△１２３．８

＋２８．４

＋２６．１

△１１

＋０

△１５

＋２０

＋１４

１，２８２

１４５

△３

９０

６６

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（国債等債券関係損益）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額

※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

国 内 外 金 利 低 下 に よ る 資 金 運 用 収 益 の 減 少 を 主 因 に

経 費 の 増 加 ( 前 年 度 比 ＋ 1 6 億 円 ) が あ っ た も の の 、
国債等債券関係損益の増加、一般貸倒引当金戻入もあり
717億円（同＋74億円）を計上 【過去最高益】

業務純益の増加等により、 587億円（前年度比＋82億円）
を計上

特別損益の減少があったものの、 354億円（前年度比＋32億
円）を計上

前年度比△６７億円減収(３期連続)経 常 収 益

前年度比△６億円減益(７期振り)業 務 粗 利 益

前年度比＋７４億円増益(2期連続)業 務 純 益

前年度比＋８２億円増益(２期連続)経 常 利 益

前年度比＋３２億円増益(２期連続)当 期 純 利 益

国 債 等 債 券 関 係 損 益 の 増 加 ( 前 年 度 比 ＋ 1 4 億 円 )
を主因にその他業務利益は増加(同＋20億円)したものの、
資金利益(同△11億円)および特定取引利益(同△15億円)

1,793億円（前年度比△67億円）を計上

の減少により1,514億円（同△6億円）を計上



平成22年度決算の概要②

＋１０．４＋３４３６２連結当期純利益

△７５．３△５７９１９０包括利益

前年度比〔連結〕

増減額
22年度

増減率

連結経常利益

連結経常収益

＋１９．１＋１０３６４２

△２．５△５５２，０９０

前年度比
増減

〔連単倍率〕

１．０２倍

１．０９倍

22年度

＋０．０３倍経常利益

＋０．０１倍当期純利益

３期連続減収連 結 経 常 収 益

２期連続増益連 結 経 常 利 益

２期連続増益連 結 当 期 純 利 益

静銀経営コンサルティング㈱
静銀リース㈱
静岡コンピューターサービス㈱
静銀信用保証㈱
静銀ディーシーカード㈱
静岡キャピタル㈱
静銀ティーエム証券㈱
静銀総合サービス㈱
静岡モーゲージサービス㈱
静銀ビジネスクリエイト㈱
欧州静岡銀行

連結子会社１１社

静銀セゾンカード㈱

持分法適用関連会社
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資金利益

１．３１

０．０８

１．６８

22年度

＋０．０１

△０．０６

△０．０９

増減

０．１４預金等利回り

有価証券利回り

貸出金利回り

１．３０

１．７７

21年度

22年度 資金利益1,282億円（前年度比△11億円）
うち国内業務部門1,158億円（ 同 △20億円）、国際業務部門124億円（ 同 ＋8億円）

国 内 業 務 部 門

総貸出金平残の推移

預金等平残の推移

（億円）

75,032
73,856

70,961

20年度 21年度 22年度

うち国内店

72,053
74,869 76,156

資 金 利 益 の 内 訳

１１６

１０７

２０４

１，０８６

１，１７８

１，２９３

21年度
増減

１２４

６３

１８２

１，０３９

１，１５８

１，２８２

22年度

△１１合 計

＋８国際業務部門

△４４〃預金等利息 （△）

△２２〃有価証券利息配当金

△４７うち貸出金利息

△２０国内業務部門

（億円）

60,182
61,642

62,385

20年度 21年度 22年度

うち国内店

61,432
62,752 63,256

１．５４

22年度

△０．０２

増減

運用・調達ﾚｰﾄ差 １．５６

21年度

国 際 業 務 部 門

（億円）

有価証券平残の推移

13,868
15,63216,216

20年度 21年度 22年度

うち国内

（億円）

20,210 19,118 17,541

貸出金平残の推移

3

（％）

（％）



預貸金利回り

23年3月の預貸金利回り差は、22年3月比 △0.05ポイント縮小

円貨貸出金・預金構成の変化

〔22年3月〕 〔23年3月〕 （兆円、％）

３．０

４．０

７．４

１．５

１．７

３．０

４．８

６．３

平残（構成比）

（41.3）

（53.9）

（100.0）

（26.3）

（25.4）

（46.8）

（73.7）

（100.0）

０．２４

０．０２

０．１２

１．９１

０．８６

２．０８

１．６７

１．７４

利回り

（40.0）

（54.2）

（100.0）

（24.4）

（26.7）

（47.5）

（75.6）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．０６７．２預 金

０．０２３．９

２．０３２．９
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ
基準

市場連動

１．８０１．６固定金利

３．０

１．６

４．５

６．１

平残（構成比）

０．７４

０．１２

１．５８

１．６３

利回り

変動金利

貸出金

＋１．６２＋１．６２〔預貸利回り差〕 △0.05 ＋１．５７＋１．５７

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

（％）

△０．１１△０．１１

1.691.701.711.721.731.741.741.751.761.761.771.781.78

1.69
1.641.651.661.661.68

1.501.501.521.531.541.551.551.551.561.571.581.591.59

1.50 1.49 1.47 1.46 1.46 1.44

1.99
1.97 1.96 1.96 1.95

2.002.012.022.032.032.042.052.062.072.082.092.092.10

1.99

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月

法 人

個 人

全 体

0.89
0.910.920.92

0.950.960.970.980.991.00
1.021.031.031.04

1.071.08
1.11

1.131.13

1.78 1.76 1.75 1.75 1.74
1.781.781.791.801.811.821.831.831.831.831.841.841.851.85

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月

大･中堅企業

中小企業

【22年3月と23年3月の平残・利回りの単月比較】

△０．０６△０．０６ 4
※預金はNCDを含む

（％）



貸出金

63,25662,75261,432

42,76642,41140,660

20年度 21年度 22年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋355355

＋504 （億円）

貸出金残高(平残)の推移

25,79825,56125,403

19,94220,059
19,499

20年度 21年度 22年度

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年度比）】

21,621

20,685

19,489

17,707
17,004

16,142

20年度 21年度 22年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋703703

＋936

△△117117

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋237（億円）

個人
＋936大・中堅企業

△502

海外店
△240

＋
５
０
４

中小企業
＋237

公共
＋73

22年度の貸出金残高（平残）6兆3,256億円、前年度比＋504億円（年率＋0.8％）

【中小企業向け貸出】
平残 2兆5,798億円
前年度比＋237億円増加（年率＋0.9％）

【個人向け貸出】
平残 2兆1,621億円
前年度比＋936億円増加（年率＋4.5％）

5

28.928.9％％

29.129.1％％

30.330.3％％

●●

●●

●●静岡県内貸出金ｼｪｱ

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

貸出金残高（末残）6兆6,592億円
22年3月末比＋3,578億円増加(年率＋5.7％)



81.4%
85.3% 83.8% 83.1%

28.6% 31.3% 29.8% 29.6% 28.1% 25.5% 23.0%

102.2%
107.3% 109.6% 110.9% 113.3%

109.3% 106.1%

76.0%
79.8%

73.5%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

有価証券

4,216 4,200

2,388 2,128

6,784
5,441

1,024
706

5,853
8,014

22年3月末 23年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券残高 2兆489億円（22年3月末比＋224億円）､有価証券評価損益 1,032億円 （同 △300億円）
国債等債券関係損益 66億円（ 前年度比 ＋ 14億円）､株式等関係損益 △12億円 （ 同 △ 41億円）

（億円）

〈〈国債国債〉〉
+2,161+2,161

有価証券残高の推移

＋＋224224

９０３億円１，１４５億円うち株式

１，０３２億円１，３３２億円有価証券評価損益

日経平均株価

５．０３年４．７３年円債デュレーション

２．１８年２．６０年外債デュレーション

９，７５５．１０円１１，０８９．９４円

22年3月末 23年3月末

債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

１６

１

５

△１２

22年度

△３１３６うち株式等売却益

△５６〃 株式等売却損 (△)

＋１５１〃 株式等償却 (△)

△４１２９株式等関係損益

21年度
増減（億円）

１６

３１

９８

５２

21年度
増減

３

５３

１２２

６６

22年度

△１３〃 国債等債券償還損（△）

＋２２〃 国債等債券売却損（△）

＋２４うち国債等債券売却益

＋１４国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

預貸率・預証率の推移

〈〈地方債地方債〉〉
△△318318

〈〈社債社債〉〉
△△1,3431,343

〈〈株式株式〉〉
△△260260

20,265 20,489

6

預証率預貸率

預貸率＋預証率



預金等

72,053
76,156

74,869

64,07963,35761,341

20年度 21年度 22年度

銀行全体 静岡県内

（億円）＋＋1,2871,287

預金等残高（平残）の推移

＋＋722722

51,84851,409
50,447

47,579
47,073

46,102

20年度 21年度 22年度

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年度比）】

17,285
18,216

19,560

13,547
14,177

14,729

20年度 21年度 22年度

国内店 静岡県内

＋＋555522

＋1,344

＋＋506506

（億円）

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移 うち法人預金等残高(平残)の推移

（億円）

個人
＋439

金融・公金
△730

海外店
＋111

＋
１
，
２
８
７

法人
＋1,344

オフショア
＋123

22年度の預金等残高（平残）7兆6,156億円、前年度比＋1,287億円（年率＋1.7％）

【静岡県内預金】
平残6兆4,079億円

前年度比＋722億円増加（年率＋1.1％ ）

【個人預金】
平残5兆1,848億円

前年度比＋439億円（年率＋0.9％ ）

【法人預金】
平残1兆9,560億円
前年度比＋1,344億円増加（年率＋7.4％ ）

＋439
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手数料、預り資産
22年度 役務取引等利益145億円、特定取引利益△3億円

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）6兆5,796億円（22年3月末比＋1,218億円）

うち資産運用商品残高 1兆3,799億円（ 同 ＋449億円）

（億円）

26 33 37

142157172

11.6%12.3%13.1%

20年度 21年度 22年度

役務･特定取引利益

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

（億円）手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

8

1,222

722 780
1,000

1,013

1,099

990

1,201

67
6063

90

19年度 20年度 21年度 22年度

個人年金保険等

投資信託
手数料収益2,423

1,735 1,770

2,099

51 ,991

4 ,374

4 ,199
3 ,863

2 ,486

3 ,208

3 ,385

49 ,375
50 ,473 51 ,221

7

12

12
7

353

337

299

331

148

168

132
160

4 ,183

6 ,049

5 ,453

4 ,275

4 ,121

2 ,881

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末

（億円）

投資信託

外貨預金

１
１
，
４
１
３
億
円

譲渡性
預金

61,898

64,578

個人年金
保険

＋596

＋＋1,2181,218

１
３
，
３
５
０
億
円

円貨預金

＋770

公共債

△336

＋177

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

65,796

61,230

１
１
，
８
４
３
億
円

預金および資産運用商品
残高は順調に増加

１
３
，
７
９
９
億
円

199 190 179

＋＋449449

〈〈役務役務〉〉 154154
〈〈特定特定〉〉 1818

〈〈役務役務〉〉 145145
〈〈特定特定〉〉 1212

〈〈役務役務〉〉 114545
〈〈特定特定〉〉 △△33



経費

9

22年度経費 810億円（前年度比＋16億円）、 OHR（単体）53.5％（前年度比＋1.3ポイント）

331 309 328

421 440 438

444544

53.5%

52.2%53.5%

20年度 21年度 22年度

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ △１７９８０７９事務委託費

△２４３８４４０４２１物件費

＋０１４４１４４１３０システム関連

その他 △１２１５２１６２１２

21年度 前年度比22年度20年度

経費およびＯＨＲの推移

〔ご参考〕人員の推移

物件費の推移
（億円）

※臨時雇、派遣社員等を含む

（億円）

（人）
796 794 810

＋３０

＋２２３

＋４

△１９３

＋５１

△１７５

△４５８

△５９６

＋４１１

＋５７８

20年
3月末比

うち行員 ９０５４８

１，０９７１，６９３営業店バック・アシスト

うち行員 ２，２０５１，７９４

２，９８９２，４１１営業店フロント

うち行員 ５６０５０９

８８５１，０６０本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

２，０９６１，８７３グループ会社等 計 （B）

４，９７１５，１６４銀行全体 （A）

７，０６７

２，８５５

23年
3月末

２，８５１うち行員

７，０３７

20年
3月末

グループ総人員 （A＋B）



与信費用

10

与信費用 96億円（前年度比△137億円）、与信費用比率 0.15％（前年度比△0.22ポイント）
一般貸倒引当金繰入額 △13億円 （前年度比 △96億円）
不良債権処理額 108億円 （ 〃 △41億円）
うち個別貸倒引当金繰入額 78億円 （ 〃 △38億円）

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

（億円）

155

83

△ 13△ 13
△ 2

0.15%

0.13%

0.55%

0.07%

0.37%

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

うち一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額
与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
19年度以降の不良債権処理額には信用保証協会責任共有制度に関する
偶発損失引当金繰入額等を含む

（億円）

75

343

233

51

133

53

87

与信費用・与信費用比率の推移 与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

96

42
40

50



リスク管理債権

２６３億円

1,321億円

190億円

2,425億円

６５１億円

23年3月末リスク管理債権の内訳

延滞なし
77%

延滞 23%

86億円(3.5％)

2,155億円
(88.9％)

184億円(7.6％)

2,425億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

２，４２５２，２９５リスク管理債権

△５９１

(△５５１)

△７６４

(△６９５)

オフバランス化

(うち破綻懸念先以下)

＋７２１＋９７７新規発生

２２年度２１年度(億円)

リスク管理債権の総額（単体） 2,425億円 （22年3月末比 ＋130億円）
リスク管理債権比率 3.64％ （ 同 横ばいで推移 ）
ネットリスク管理債権（単体） 263億円 （ 同 △7億円）
ネットリスク管理債権比率 0.40％ （ 同 △0.03ポイント）

3.27 3.27
3.53

1.47

1.92

0.51 0.38 0.42 0.43 0.38 0.40

3.703.64 3.64

2.02

1.58
1.75

1.98

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期

（％）

リスク管理債権比率推移

＋１３０ ※

11

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,698億円
カバー率89.0％

【実質破綻先】
457億円
カバー率100％

【要管理債権】
184億円
カバー率58.6％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

〔５５１億円の内訳〕

84債権売却

107本人弁済・
預金相殺

141格 上

13直接償却

206担保処分・
代位弁済

※うち､信用保証協会保証付貸出金＋109



金融円滑化法による貸出条件変更先の状況

１２０億円

８，１４８億円

実行金額

３２，９２７件中小企業向け貸出

７７０件

貸出明細件数

住宅ローン

12

全中小企業取引先数に占める
対象先の比率 3.9％

金融円滑化法による開示（21年12月～23年3月の累計実績）

６０億円

２億円

５８億円

一般貸倒引当金残高

３９億円６４６億円１，８５８億円１，６３０ 先中小企業向け貸出

１億円２８億円８８億円５４７ 先住宅ローン

合 計 ４０億円

予想損失額（EL）

６７４億円

うち非保全額

１，９４６億円

対象先の貸出金残高

２，１７７ 先

対象先の貸出先数

対象先の予想損失額(ＥＬ)は
40億円と、一般貸倒引当金残高
60億円の範囲内

＜貸出条件変更の実行状況＞

この開示には､ 同一取引先の複数明細がカウント
されている
また、期限一括返済の貸出金の継続についても
継続の都度､貸出条件変更件数･金額に計上される

※１ 本表の中小企業にはアパートローンを含む

上記のうち、「約定弁済を軽減した貸出条件変更先」の状況
対象先 ･･･債務者区分 要注意先以上

かつ､約定弁済を軽減した貸出条件変更
を実施した先

対象先の貸出金残高 1,946億円
総貸出金に占める比率 2.9%

うち非保全額 674億円
（ 同 1.0％）

※２ 住宅ローンの非保全額は､当行回収実績
をもとにした保全率により算出



自己資本比率

13.42
13.76

14.06

14.40

15.30

15.32

14.12
14.70

13

15

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末

（％）

－

３，０３６

１６５

４１，６２８

４４，８２９

５０７

６，４５９

６，８６１

23年

3月末

＋１５３，０２１２，９５４２，８３７
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ △１６９６７６２９１７９１

△４０２０５２４８２２０
マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
相 当 額 に 係 る 額

△６０４４，８８９４４，１４８４４，２３２リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

△３５４１，６６３４０，９４６４０，８９５
信 用 リ ス ク ・

アセットの額

－

６，０７８

６，２３４

21年

3月末

２８０

５，９３８

６，５０４

20年

3月末

△１７６，８７８自 己 資 本 ※

フ ロ ア 調 整 額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

－

６，３１４

22年

3月末

－

＋１４５

22年

3月末比

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

（億円）

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

13

１２．１％６，６７３億円８１０億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

23年3月末 バーゼルⅡによる自己資本比率 15.30％（22年3月末比△0.02ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）14.40％（同 ＋0.34ポイント）

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない



株主還元

１３．００円（６．５０円）１３．００円１３．００円１３．００円１３．００円一株当たり配当額（年間）

１．１０％

19年度

１．５９％

21年度

１．８８％

22年度

－

23年度予想

１．４７％配当利回り(配当/期末株価)

20年度

（ ）は中間配当額

６７．２２％

２４．８５％

３５４

２３８

１５０

８８

22年度

４０．６４％

２８．２０％

３２１

１３１

４０

９１

21年度

２，６４８（累計）１２８３５２当期純利益④

６１．８２％

２５．９６％

２１８

１２６

９１

19年度

７０．８５％

７０．８５％

９１

－

９１

20年度

７２９（累計）年間配当額①

７１５（累計）自己株式取得額②

１，４４５（累計）株主還元額③＝①＋②

２７．５５％（平均）配当性向①/④×100

５４．５６％（平均）株主還元率③/④×100

13～22年度実績
（10年間）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

22年度1株当たり配当額 13円（配当性向24.85％、配当利回り1.88％）

株主配当については､23年度も「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」の配当維持を目指し､
市場動向､業績等を勘案し決定する方針のもと､1株当たり配当額（年間）13円（配当性向 23.7％程度）
を予定

23年4月、自己株式取得を公表

（取得株式総数20百万株、取得総額〈上限〉160億円、取得期間 23年4月6日～６月23日）

14



第10次中期経営計画の総括



53.27％55％程度連結OHR

効率性
目標

収益
目標

健全性
指標 連結TierⅠ比率

連結ROA

連結TierⅠＲＯＥ 5.59％６％台

0.39％0.４％以上

14.4％12％程度

642億円650億円連結経常利益

638億円650億円単体基礎的業務純益

362億円350億円連結当期純利益

22年度実績22年度中計
目標

第10次中計期間は、リーマンショックに端を発する金融市場の混乱など、経営環境の厳しい3年間
であったが、地域密着型金融の推進等による地域シェアの拡大や、生産性向上への取り組みにより、
地銀上位行として相応しい収益水準を確保

第10次中期経営計画の経営目標に対する実績

経営目標（収益目標、効率性指標、健全性指標）

507 511

588

704

595

727
692

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（億円）

第9次中計 第10次中計

＋197億円

実質業務純益の推移

15



35,391

47,419

37,334
39,987

42,537
44,892

46,246

2 8 . 0 %
2 7 . 3 %

2 6 . 5 %
2 6 . 0 %

3 0 . 3 %

2 9 . 1 %
2 8 . 9 %

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

うち中小企業･個人向け貸出金

県内貸出金シェア

（億円）

＋13166521▲65
国債等債券
関係損益

＋52373363351321合 計

▲79307311350386
有価証券
利息配当金

(B)－(A)
22年度

（B）
21年度20年度

19年度

（A）

（億円）

20～22年度の3年間で貸出金は＋5,343億円、預金は＋4,965億円とバランスよく増加

県内貸出金シェアは30.3％と地域シェアが拡大

有価証券は機動的な有価証券運用により、国債等債券関係損益が伸長

貸出金平残

収益モデルの構築① ～貸出金・預金等・有価証券

預金等平残 有価証券関係損益

68,217 68,247
68,886

74,869
76,156

72,053
71,191

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（億円）

50,163 51,862
54,955 57,913

61,432 62,752 63,256

＋4,965

第9次中計からの6年間では、約1兆3,000億円の増加

貸出金平残＋5,343億円

貸出金増加の大半は、中小企業･個人向け貸出による
増加であり、首都圏での低スプレッド貸出は抑制方針とした

23年3月末県内貸出金シェアは30.3％となり、
第10次中計で目標としたシェア30％を達成

16

中小企業･個人貸出金平残＋4,882億円



822

2,257
2,595

3,149

323 344

439

312

19年度 20年度 21年度 22年度

成約実績
融資獲得額

事業再生支援への取り組み

（件）

Ｍ＆Ａ、ＤＤＳなどの手法に加え、静岡県中小企業再生支援
協議会の調整機能を活用

28

42

60 60

19 17
20

17

19年度 20年度 21年度 22年度

取組対象企業数 支援完了件数

（件、億円）

883社/1,328名869社/1,307名760社/1,153名会員数

2,984名

22年度

3,052名3,021名ｾﾐﾅｰ･視察会への
延べ参加者数

21年度20年度

次世代経営者塾「Shizuginship」

先進的な取り組みとして、23年3月に東海財務局より顕彰

静岡銀行

Shizuginship会員

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ

各種ｲﾍﾞﾝﾄ･
ｾﾐﾅｰ

Webによる
情報提供

要望

意見

連携

活動のｻﾎﾟｰﾄ

ｻﾎﾟｰﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ
会員より

選出

〔静岡県内の代表的な企業〕

地域企業
からの賛同
と積極的な
支援

地域企業
からの賛同
と積極的な
支援

次世代
経営者育成

会員同士の
人脈形成

次世代
経営者育成

会員同士の
人脈形成

法人分野においては、ビジネスマッチング、次世代経営者塾「Shizuginship」、経営改善･事業再生支
援を3つの柱とし、先進的な取組みを通じたリレーション強化による当行独自のビジネスモデルを構築。
取組みの成果は、中小企業向け貸出の増加などに着実に現れている

38,03338,20537,949
36,016

24,54824,28824,093
23,024

19年度 20年度 21年度 22年度

銀行全体 中小企業

法人貸出金（平残）推移

（億円）

収益モデルの構築② ～法人向け営業（地域密着型金融）

＋2,017

＋1,524

17

ビジネスマッチングの成約実績および融資獲得額



3,073
3,446

3,775

17,666
16,965

16,107
15,119

4,002

19年度 20年度 21年度 22年度

県外

県内

（億円）

18,192
19,553

20,740 21,668

⇒

⇒

230人

25店

⇒

⇒

⇒

⇒

208人

23店

230人

25店

218人

23店

担い手

チャネル

1,201

1,013 990

1,099

1,000

780722

1,222

2,423

1,735 1,770

2,099

19年度 20年度 21年度 22年度

個人年金保険

投資信託リーマンショックリーマンショック
による落ち込みによる落ち込み

住宅関連ローン分野では、営業拠点拡充や担当者増員等により競争力を高め、消費者ローン残高が
2兆円を突破
預り資産販売では、富裕層担当者制度の導入、保険相談デスクの設置等を通じ、貯蓄性の個人年金
保険で地銀トップクラスを維持

（億円）

955 627 5761,101

1,8531,945

1,7391,602

9,493 9,910
11,023

10,214

19年度 20年度 21年度 22年度

ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝ 住宅ﾛｰﾝ

実行件数

2,703 2,694 2,572 2,429

消費者ローン残高（平残）の推移 投資信託・保険商品販売額の推移

住宅関連ローン実行額の推移 預り資産販売強化に向けた取り組み

販売額は回復基調

富裕層向け担当者制の開始（21年4月～）

がん保険取次（21年2月～）、保障性保険
（21年8月～）等、取扱商品の拡大

保険コンサルティング販売業務の開始および
保険相談デスク設置（21年8月）

金融商品販売支援システムの全店稼働（23年1月）

収益モデルの構築③ ～個人向け営業（消費者ﾛｰﾝの成長、預り資産）

（億円、件）
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＋３０

＋２２３

＋４

△１９３

＋５１

△１７５

△４５８

△５９６

＋４１１

＋５７８

20年
3月末比

うち行員 ９０５４８

１，０９７１，６９３営業店バック・アシスト

うち行員 ２，２０５１，７９４

２，９８９２，４１１営業店フロント

うち行員 ５６０５０９

８８５１，０６０本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

２，０９６１，８７３グループ会社等 計 （B）

４，９７１５，１６４銀行全体 （A）

７，０６７

２，８５５

23年
3月末

２，８５１うち行員

７，０３７

20年
3月末

グループ総人員 （A＋B）

103

109

123

130

144144

53.5%

52.2%

53.5%

56.9%

55.5%

58.9%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

システム関連

ＯＨＲ

（億円）

（人）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

19年度 21年度 22年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

△25％

△30％

△10％

△45％

±0％

＋0％

中計3年間で物件費の3割超にあたる418億
円をシステム経費に充当し、ＩＴインフラを
整備
営業店の後方業務量を△57％削減する先進的
なＢＰＲを実現
営業店バック人員578名をフロントに再配置
し、営業力を強化

生産性の向上 ～ITｲﾝﾌﾗの整備、業務ﾌﾟﾛｾｽ改革

人員の推移

営業店における業務量削減

システム関連経費とＯＨＲの推移

△57％

△23％

418

第10次中計で目指した生産性向上
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積極的な投資により業務プロセスを改革し、人員
をフロント配置することで、トップラインの成長
に結びつける



22年1月の「株式の売出し」により、23年3月末の個人株式保有比率は18.6％（21年3月末比＋1.9
ポイント増加）と上昇し、「地域の個人株主の増加」を実現

23年4月、自己株式取得を公表

（取得株式総数20百万株、取得総額〈上限〉160億円、取得期間 23年4月6日～6月23日）

株主還元の充実

自己資本の適正水準でのコントロール

57.16％36.96％74.05％株主還元率
（①＋②）／③

190126399自己株式取得額②（億円）

8031,028817当期純利益③（億円）

33.53％24.71％25.21％配当性向 ①／③

269254206配当額①（億円）

8.50円

第8次中計
4年間累計

13.00円

第9次中計
3年間累計

13.00円

第10次中計
3年間累計

１株あたり年間配当額

16年度 19年度 22年度予想 16.7％

22,082先

23,584先

21年3月

＋1.9ﾎﾟｲﾝﾄ18.6％19.1％
個人保有

株数割合

＋3,553先27,137先28,806先株 主 数 全 体

＋3,348先25,430先26,998先
個 人

株主数

22年3月
21年3月比

増減
23年3月

・さらなる資本効率の向上および株主還元の充実
（1株あたりの利益の改善等を通じた株主への利益還元）

・株主価値希薄化の防止および株主還元の充実（ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄ分の一部を自己株式
放出により対応したため､自己株式を取得）

・売出し株数29,900千株（ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄ3,900千株含む）
・個人株主数 約5,000先増加(22年3月末) ⇒「地域の個人株主増加」（株主の裾野拡大）

自己株式取得10百万株22年8月～9月

自己株式取得10百万株22年5月～6月

22年3月

22年1月

自己株式取得5百万株

「株式売出し」実施

株主還元の状況 株主数の推移

資本政策の具体的な取り組み

資本政策

20



平成23年度の業績予想

21

（億円）

△１１０７１０８不良債権処理額 （△）

＋２２１０△１２株式等関係損益

△４１６６３７０４実質業務純益

＋９８１９８１０経 費 （△）

△４４△５７△１３一般貸倒引当金繰入額 （△）

△４６

＋６

＋１３

＋３

△３２

△ ６３

２２年度比（B-A）

６００５８７経常利益

３６０３５４当期純利益

５０９６与信費用 （△）

７１７

１，５１４

１，７９３

２２年度実績
（A）

１，７３０経常収益

業務純益 ７２０

１，４８２業務粗利益

２３年度予想
（B）

【単体】

＋８

＋３

△７０

２２年度比（B-A）

２，０２０２，０９０連結経常収益

３６２

６４２

２２年度実績
（A）

６４５連結経常利益

連結当期純利益 ３７０

２３年度予想
（B）

【連 結】

（億円）



【参考資料】



業種別貸出金

不動産業

輸送用機械

宿泊業

卸売業

物品賃貸業

貸金業・投資業等

小売業

建設業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

0 0.4 0.8 1.2

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）
※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

＋１８９５．３２，５０１物品賃貸業

＋３７８１２．３５，８１２卸 売 業

＋１１

＋９８

△７６

＋１１８

＋１２６

＋４３０

＋２，７３９

前年度比

不 動 産 業

１００．０４７，３２５全 体

宿 泊 業

小 売 業

輸送用機械

貸 金 業 ･
投 資 業 等 ５．３２，５００

７．３３，４７０

５．６２，６４２

１．８８４３

６．７３，１５３建 設 業

８．１３，８４４

残高 構成比

（実質破綻先以下は除く）（億円、％）

【与信残高(23年3月末)】

不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも10％以下であり、
これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で132億円（不動産業12億円、建設業11億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で466億円

事業性貸出金に占める特定業種の状況

22



有価証券

有価証券残高 2兆489億円（22年3月末比 ＋224億円）

有価証券評価損益 ＋1,032億円（同 △300億円）

うちモーゲージ債の内訳

22年3月末比（簿価）

△１８２

△２０

＋４４３

（評価損益）

－

－

＋２３

０フレディマック

３，５４９ジニーメイ

０ファニーメイ

（億円）

公社公団債
1,195（△207）

金融機関債等
3,980（△993）

政府保証債
266（△143）

その他4,200億円の内訳
(22年3月末比△16億円)

投資信託
270（＋30）

邦貨外国証券
25（△155）

外貨外国証券
3,821（＋113）

その他
84（△4）

社債5,441億円の内訳
(22年3月末比△1,343億円)

※（ ）内は22年3月末比

4,216 4,200

2,388 2,128

6,784
5,441

1,024
706

5,853
8,014

22年3月末 23年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

（億円）

〈〈国債国債〉〉
+2,161+2,161

有価証券残高の推移

＋＋224224

〈〈地方債地方債〉〉
△△318318

〈〈社債社債〉〉
△△1,3431,343

〈〈株式株式〉〉
△△260260

20,265 20,489

23

〈〈その他その他〉〉
△△1616



株主還元

24

113,938百万円

15,957百万円

4,638百万円

－

10,130百万円

－

－

－

23,381百万円

－

8,267百万円

23,281百万円

9,143百万円

9,142百万円

9,997百万円

消却金額

120,404千株

20,000千株

5,000千株

－

10,000千株

－

－

－

30,000千株

－

8,234千株

24,954千株

8,357千株

6,633千株

7,226千株

消却株数

62.8％123,102百万円131,044千株累計

67.2%14,980百万円20,000千株平成22年度

40.6%3,996百万円5,000千株平成21年度

70.8%－－平成20年度

61.8%12,621百万円10,000千株平成19年度

25.3%－－平成18年度

22.5%－－平成17年度

17.1%－－平成16年度

50.8%8,566百万円10,712千株平成15年度

229.4%23,107百万円29,928千株平成14年度

165.4%8,267百万円8,234千株平成13年度

152.0%23,281百万円24,954千株平成12年度

51.4%9,143百万円8,357千株平成11年度

86.7%9,142百万円6,633千株平成10年度

90.3%9,997百万円7,226千株平成9年度

株主還元率取得金額取得株式

・株主還元率＝(自己株式取得額＋配当支払額)÷当期純利益×100

9年度以降、継続的に自己株式取得を実施、23年3月末までに131百万株を取得

23年4月、自己株式取得を公表
（取得株式総数20百万株、取得総額〈上限〉160億円、取得期間 23年4月6日～６月23日）

過去の自己株式取得実績



リスク資本配賦

25

22年度下期のリスク資本配賦額は5,920億円、うち信用リスク1,252億円、市場リスク1,803億円、

オペレーショナルリスク242億円、バッファー資本等2,623億円を配賦

リスク資本使用額は、支店営業部門585億円、トレジャリー部門410億円等

１００％２４２２４２ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

２２％

－

３９％

５５％

（３３％）

（０％）

２０％

６５％

１，２７４３，２９７小 計

１，２７４５，９２０合 計

－

３７

（１４）

（０）

４１０

５８５

（４２）（うち海外店）

（８５０）（うち政策投資株式）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

トレジャリー部門

支店営業部門

２，０８７

６８

２，６２３

９００

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

※リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │VaR│＋不良債権処理額

〈投資有価証券〉│VaR│－評価損益

〈その他〉 │VaR│

※中核的な自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出額－無形固定資産－前払年金費用等

※バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２４２

市場リスク
１，８０３

バッファー資本等
２，６２３

信用リスク
１，２５２

中核的な自己資本
５，９２０億円

(22年12月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率



グループ会社の状況

26

グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益461億円（前年度比＋11億円）、経常利益51億円（同＋14億円）の増収増益

１０

４６１

４７

９

３２

４

３７

８

２１

１３

４８

２３９

２

経常収益

＋３

＋１１

△０

＋１

△２

△１

＋４

＋３

△１

＋０

△４

＋１２

△１

前年度比

△３

５１

０

０

０

１

１０

５

６

８

３

１９

△１

経常利益
前年度比

＋０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

△１経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

＋１２ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

△１ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

△０信用保証業務静銀信用保証㈱

＋１ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

＋４株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

△０金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

△０銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

△０労働者派遣業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

△０銀行担保不動産の評価･調査業務等静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋１４合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

業務内容

＋２静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)



静岡県経済の状況

27

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位
前後に集中しており、全国的にも高水準の経済力である

注）製造品出荷額・工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース （※）速報値

４１ (※)４４１４４１２４工場立地件数（静岡県）

７８６ (※)８６７１，６３０１，７９１〃 （全 国）

－２位３位３位県内製造品出荷額の順位

５位

２，６５２，５９０(※)

１５０，５１０(※)

－

－

１５０，９１６(※)

平成２１年度

４位(※)

－

－

－

－

－

平成２２年度

３，３５５，７８８３，３６７，５６６国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１９１，７７７１９４，１０３県内製造品出荷額

１位１位〃 （順 位）

５，０５０，１６３５，２５２，６３１国内総生産

１６４，５２７１７０,４４３県内総生産

平成２０年度平成１９年度

０．６１倍

０．５８倍

２３年１月

０．６２倍

０．６０倍

２３年２月

０．５２倍

０．４９倍

２２年６月

０．５３倍

０．４９倍

２２年７月

０．５４倍

０．５１倍

２２年８月

０．５５倍

０．５１倍

２２年９月

０．５６倍

０．５２倍

２２年１０月

０．５７倍

０．５３倍

２２年１１月

０．５８倍

０．５４倍

２２年１２月

０．６３倍全 国

０．６１倍静岡県

２３年３月

〈有効求人倍率（季節調整済）〉２１年２月以降、全国平均を下回る状況が続いているが、その差は徐々に縮小している

（億円）



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


